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【研究要旨】  
【目的】国・地方自治体を始め、多くの危険ドラッグの乱用防止対策・活動が実施されており、

一定の成果を挙げていると考えられるが、その一方で社会事情の変化等に伴い、新たな事態の発

生が危惧されている。本分担研究では、まず社会事情の変化に伴う薬物乱用の実状と変化を洗い

出し、薬物乱用防止対策の必要性と社会的合理性・合目的性について検討するとともに、現在、

政策・施策として実施されている乱用防止対策の意義と実施上の難点を探る。また、教育部面及

び各種学会・団体・アカデミアなどの社会活動として行われている薬物乱用防止策について調査

し、今後の薬物乱用防止対策に求められる知見を探ることとした。 
【方法】調査研究１ 超高齢・人口減少社会における薬物規制 
１ 公的資料を用いて、現在進行中の社会施策等を含めた社会事情を検討する。 
２ 公的資料、公開論文・公開情報等を用いて、① 薬物乱用の現状、② 乱用薬物の流通 
  ③ 市民の意識 等について検討する。 
調査研究２ 地方自治体、及び地域学校薬剤師等による薬物乱用防止対策について 
１ 第四次薬物乱用防止五か年戦略の意義と施策について検討する。 
２ 地方自治体として栃木県を、学校薬剤師会の取り組みについては、宇都宮市と仙台市におけ

る活動を焦点としてインタビュー及び資料調査を行う。 
調査研究３ 学会・アカデミアの地域連携事業としての薬物乱用防止対策について 
日本社会薬学会並びに東京薬科大学・帝京大学薬学部が中心となって実施している地域の「おく

すり教育」、及び啓発活動についてインタビュー及び資料調査を行う。 
総括研究 危険ドラッグ等の乱用防止対策に関する情報交換会実施 
調査研究１～３に基づき、行政、危険ドラッグ関連の研究者、学校薬剤師会、危険ドラ 
ッグ乱用防止活動に関係する諸団体を招いて、その取り組みについて情報を共有するとともに、

今後の方向性について意見を交換する。 
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【結果】 
調査研究１ 超高齢・人口減少社会における薬物規制 
 医薬品医療機器等法などに基づく重点的な取締によって、危険ドラッグ販売街頭店舗は姿を消

したが、代わってインターネットによる売買が主流となり、アンダーグラウンド、つまり、不可

視的売買が問題とし残されている。一方で、昨今の大麻に対する禁制意識は明らかに低下しつつ

あり、害を軽視する傾向がみられる。 
調査研究２ 地方自治体、及び地域学校薬剤師等主たる取組主体による薬物乱用防止対策 
 栃木県は、「栃木県薬物の濫用の防止に関する条例」（平成 27年 6月）を制定し、薬物乱用防止
基本計画「とちぎ薬物乱用防止推進プラン」（～H31年）を策定実施している。 
栃木県学校薬剤師会の薬物乱用防止教育では、成熟度に合わせて、アウトカムを設定し内容を

変化させている旨、また、学校薬剤師による教育の機会が一番少なく、他団体の活動とかみ合わ

ず、効果の評価が難しい旨報告された。 
仙台の学校薬剤師会からは、宮城県では危険ドラッグ事犯が 2011 年、2012 年が最低で、以降

増加傾向にあり、特に大麻事犯の増加には、震災後の混乱が影響している可能性がある旨報告さ

れ、一方で薬剤師の教育・実践能力及び実施意欲の向上が懸案であり、共通のプロトコールやプ

ログラムがあると、教育能力の底上げや、一般の薬剤師が地域貢献として取り組みを行うベース

になるのではないかという意見があった。。 

調査研究３ 学会・アカデミアの地域連携事業としての薬物乱用防止対策について 
① 低年齢層については、親世代を巻き込んで違法薬物を含めて医薬品に対する認識をしっかり

作り、「乱用」の危険を着実に理解させる必要がある。 

② 中学・高校レベルでは、いわば周囲の人的情報的環境において問題が発生しているので医学

的整理学的精神衛生学的危険と、社会的責任の発生も理解させる必要がある。 
③ 学習成果については、感想文などの提出ではなく、ワークシートの作成または、事前事後の

アンケート方式によるほうが、学習者が自分の変化を自覚できる。 
【考察・結論】 超高齢・人口減少に向かう現状では、社会的インフラの衰退及びコミュニティ

リレーションの希薄化が進み、その中での生活確保の手段として ITの利用が進んでいる。このよ
うな仮想市場がむしろ危険ドラッグの存在を常態化させ、禁制意識を低下させている可能性があ

る。すなわち、今後の社会体系において、健全なコミュニティの構築と社会活性の維持向上のた

めには、薬物乱用防止対策は非常に大きな意義を有することが考えられる。また、そのような目

的に向かう場合、薬物乱用防止対策は、戦略的にはリスクマネージメントとしての教育・啓発、

クライシスマネージメントとしての再乱用防止を構造的に循環させ、そのパスウェイとして、教

育・啓発、取締や相談体制があるが、それぞれのマネージメントを両輪で動かす必要があり、か

つ、最終的実体であるコミュニティの実情と自律性を重視した形で実施されなければならないこ

とは自明である。そのような意味では第四次薬物乱用防止五か年戦略は総合的包括的かつ構造化

された優れた薬物乱用防止戦略であると考えられるが、こうした方略体系では、常に最終的実体

における戦術的拡散の危険性をはらむものであり、各行政単位における支援をどのように行うか

どう連携するかが重要な課題である。現在のところ、この拡散性について、特に入口である教育・

啓発の弱点とならないよう留意すべき点を挙げれば、実施末端において、行政施策との関係が不

分明で、何を目標にすべきかわからないといったことがないようにすること、各関係団体間の連

携が取れていないといったようなことがないようにすること、教育・啓発にあたる人材育成の共

通指針があったほうがよいこと、各局面に適合するコンテンツ開発がバラバラに行われている、
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共通かつ最新のデータベースや効果的な教育手法が未整備であるといったことがないようにす

ることなどがある。 
今後は、問題とされる危険ドラッグ、大麻を含め違法薬物に係る啓発手法のより効果的な手法

の検討について、再乱用防止も視野に入れつつ、まず最新のコンテンツのデータベースの構築と

基本コンテンツの策定、次いで教育手法の検討、人材育成指針の検討が必要と考えられる。 

 
 
 

調査研究１  
超高齢・人口減少社会における薬物規制 

 

 A．目的 
超高齢・人口減少に向かう社会構造変化の

中で、薬物乱用が社会に与える影響を検証

し、地域住民が薬物乱用に至る陥穽を探求

し、薬物乱用防止対策の対社会的合理性・合

目的性について検討する。 
B．方法  
１ 公的資料を用いて、現在進行中の社会施策

等を含めた社会事情を検討する。 
２ 公的資料、公開論文・公開情報等を用いて、

① 薬物乱用の現状、② 乱用薬物の流通 
  ③ 市民の意識 等について検討する。 
（倫理面の配慮） 
検討材料を主に、官公庁が公開している統計

あるいは政策資料、又は公開されている調査・ 
研究報告書に求め、情報の公正性・責任性を担

保するとともに、情報の中に含まれる「個人情

報の要素」を排除した。 
 

C. 調査検討結果、D．考察、E．結論  
§１ 超高齢・人口減少に向かう社会事情と社

会施策  
１ 超高齢・人口減少に向かう社会事情 
１）人口構成・人口分布・世帯類型の変化と

社会事情の変化 
厚生労働省の推計によれば、日本の人口

は、2013年の 1億 2730万人から 2025年には
1億 2066万人、2060年には 8674万人に減少
すると予想される。国立社会保障・人口問題

研究所によれば、老年人口割合は平成 25(2013)
年には 25.1～2％、2035年に 33.4％、2060年

には 39.9％と推計される。生産年齢人口割合
は、2013年で 62.1%、2025年で 58.7%、2060
年で 50.9%と推計される。老年従属人口指数
（生産年齢人口 100に対する老年人口の比）
は、2010年現在の 36.1（働き手 2.8人で高齢
者１人を扶養）から 2022年に 50.2（２人で１
人を扶養）へ上昇し、2060年には 78.4（1.3人
で１人を扶養）となるものと推計される（図

１）。 
また、国土交通省によれば、人口構成の変

化のみならず人口の減少とあいまって、人口

の偏在化が進み、三大都市圏における人口集

中とそれ以外の地域での「過疎化」が進行す

ると推定される。 
更に人口集中が著しい三大都市圏において

も、高齢化が進み、東京都では高齢化率 80％
超も予想されるところである。 
大阪府は、都市圏であっても地方であって

も少構成者世帯が増えるという予測（図２）

に基づき、その中でも高齢者単独世帯の占め

る割合が高くなることによる社会保障の大幅

な負担増、そして「子どものいる世帯」が多

数派ではなくなるという世帯構成の変化が地

域コミュニティを希薄なものとし、地域で子

どもを「産み、育てる」ことができる環境整

備にも影響を与え、負のスパイラルを形成す

る危険について懸念を示している 1）。 
すなわち、人為によらない人口構成・分布

の変化、世帯類型変化から、すでに産業構造

の変化や社会インフラの衰退、生活動線の拡

大に対する生活行動能力の低下、コミュニテ

ィリレーションの希薄化と住民の物理的関係

性的孤立に向かう傾向は容易に推量できる。 
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２ 超高齢・人口減少社会における施策：地

域包括ケア体制の社会学的側面 
     超高齢少子化社会の想定される、または現実

化しつつある様々な病理的現象に対して、国 
は、大きく２つの系譜に基づく方針を提示した。 
 

１） 社会保障と税の一体改革から地域医療構

想に至る系譜 
     その１つが『社会保障と税の一体改革』構想

に始まる医療法改正、そして地域医療構想によ

る地域の自律的な医療体系の構築である。また、

地方自治体が医療機関のみならず、医療従事者

についても、就労相談、あっせん、教育などに

関わるべきことが定められ、地方自治体の硬軟

両面のコントロール機能の拡充により、医療福

祉とコミュニティの結びつきを強固なものと

しつつ、相互の活性化を図る、結果としてそれ

は「地域包括ケアシステム」に集約されていく

ものと考えられる（図３）。 
２）政府の「健康・医療戦略」（図４） 
更に 2つ目の方略として、政府は『国民の「健
康寿命」の延伸』を掲げ、2030年のあるべき姿
として、①一次予防の充実、②医療イノベーシ

ョンの推進、③三次予防体制の確立を提示して

いる。 
これを医療提供体制という立て付けから検

討した場合、 
 １ 一次予防から三次予防までをシームレ

スに包含できるプライマリケア体制（包括

的医療及び地域包括ケア体制）の構築 
 ２ 医療のコアとなる二次予防（治療）を効

率的かつ医療提供体制にも患者にも負荷

の少ない形で実現するためのイノベーシ

ョン推進を両輪的に進めようとするもの

と理解できる。すなわち、この構想からは、

現在の保険医療の枠組みである治療中心・

現物給付型とは異なる医療パラダイムが

見えてくる。特に生活圏である地域におけ

る医療は、保健・療養・生活復帰にむけた

取り組みに軸足を移すことは明らかであ

り、やはり地域包括ケア体制に帰着点を見

出すことができる。 

３）地域包括ケア体制の社会学的側面 
地域包括ケア体制（図５）は、厚生労働省に

よれば、「ニーズに応じた住宅が提供されるこ

とを基本とした上で、生活上の安全・安心・健

康を確保するために医療や介護のみならず、福

祉サービスも含めた様々な生活サービスが日

常生活の場で適切に提供できるような地域で

の体制」と定義され、地域住民の視点からは「で

きる限り住み慣れた自宅や地域で暮らし続け

ながら、必要に応じて医療や介護等のサービス

を使い、最期を迎えられるような体制」という

ことができる 2）。「地域」であり「包括的ケア」

という場合、地域住民、特に高齢者について発

生し得る全人的な諸問題をその人の「生活」レ

ベルで評価し、検討し、解決を図ることのでき

るすべてのケア（医療・介護・福祉）がシステ

ムとして個人個人に向けて動員できることを

意味するものと考えられる。 
現在のところ、高齢者を主たる焦点とした、

医療介護福祉サービスの効率的かつ有効性の

高い動員体制のレベルで考えられている地域

包括ケア体制であるが、地域包括ケア体制の基

本概念である自助・互助・共助・公助の相互関

係（図６）を考えれば、結局は健全なコミュニ

ティリレーションの構築とその持続化が律速

要件とならざるを得ない。 
 
３ 考察 現状における社会学的課題 
超高齢・人口減少という社会病理を背景とし

て、産業構造までをも含む社会体制の再編が必

須であり、住民生活局面においては、「地域包括

ケア体制」に代表される高密度なコミュニティ

リレーションを基盤とした機動性と能動性を

持ったコンパクトな地域単位の形成が求めら

れている。 
 しかし、地域社会には当然にも 2つの意味で
の流動性がある。１つは文字通りの人間の移動

であり、もう１つは地域構成員が年齢を重ね、

立場が変わっていくという意味の流動である。

こうした流動性がもたらす無秩序な変化にど

のように対応できるのか？ また、今後半世紀

以上続く可能性のある生産年齢層の過負荷と
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それがもたらす可能性のある社会荒廃にどの

ように対応できるのか？ これらの課題に対

する解答は、直接に提示されてはいない。更に、

超高齢・人口減少を背景として否応なく起きて

いる国民の生活行動の変化、価値観の変化をど

う把握し、評価し、よりよい未来に向けていく

ことができるのか、これについても明確な答え

はない。 
特に大きな課題は後者である。E‐commerce
は、国民の消費生活に大きな利便性を附与する

一方で、個々人の判断力・評価能力そして日常

的行動範囲や行動能力を大きく凌駕するとこ

ろまで進展している。E‐commerce がもたらす
利便性は、行き過ぎれば地域成員の生活行動の

不可視化と意図せざる孤立につながり、個々人

の判断力・評価能力そして日常的行動範囲や行

動能力を大きく凌駕するところまでの進展は、

自己規律の低下と混乱、違法行為の増加やコミ

ュニティリレーションからの離脱につながり、

いずれにしても健全な地域の活性というアウ

トカムに益しない結果につながり得る。 
 

４ 考察・結論 求められる地域方略モデル 
 とりわけ、公衆衛生の見地から言えば、医薬

品に代表されるモノの流通の乱れは、直接間接

に地域住民の心身の健康を損ね、地域活性を低

下させる可能性が高く、喫緊の対策が必要と考

えられる。地域社会が内包する『流動性』や、

地域社会が担保すべき住民の自己規律、言い換

えれば自助性の向上といった課題に基づいて

考慮すれば、法による拘束力を一律に適用する

のは不合理であり、むしろ法令を基盤とした各

種の教育・福祉・保健の仕組みの動員体系を整

備し、ともすればバラバラになりがちな対策を

文字通り体系化することが地域の健全性の向

上については、合目的性が高いと考えられる。 
 流動性のある集合は、ともすれば存在目的そ

れ自体が拡散する傾向があるが、これを拡散さ

せずに、適正水準を保った集合として維持する

には、リスクマネージメントとクライシスマネ

ージメントの効果的な循環が必須の要件とし

てあるのであるが、実はこのような管理のあり

かたのモデルを医薬品医療機器等法 3）にみるこ

とができる。 
 
また、目標の設定に際しては、同時に目標の

破綻を予測して、クライシスマネージメント体

制を組む地域においては、流動する対象はヒト

であるから、１つの法によって規制するのは合

理的ではないが、地域の自立性による目標設定

とその達成のための諸方略については、公助・

共助レベルの支援が効果的に組み合わせられ

ることが必要となる。以上のような計画性をも

った取り組みのためには、バックグラウンドと

なる国の施策と地方公共団体による条例レベ

ルの明確な方略が求められると考えられる。  
 
 

§２ 薬物乱用の現状  
「薬物乱用」という場合の「薬物」の種類を

「危険ドラッグ」「大麻」に大別し、その乱用の

状況について調査した。 
 

１ 流通の現状について 
１）危険ドラッグについて 
 危険ドラッグの街頭販売店舗は、取り締まり

によって 2017 年 10 月現在事実上消滅したが
（図７）、平成 28年の警察庁の調査では、検挙
者の危険ドラッグの入手先（平成 27年度）は、
インターネットによるものがおよそ 35％で主
流をなし、ヒトを介在するもの（知人・友人・

密売人等）によるものがおよそ 23％となってい
る。なお、平成 28年上半期においても、街頭店
舗における入手は 0にはなっていないが、実店
舗は 27 年中に全滅していることから、警察に
おいて、検挙者が危険ドラッグを入手したこと

を認知した時期を示しているものと思われる。

平成 28 年の上半期におけるインターネットに
よる入手は、46％に昇り、危険ドラッグの流通
がインターネットに移行しつつあることがう

かがわれる（表１）。 
平成 26～27年上半期においては、30歳代を
中心として比較的若年層の検挙率が高く、特に

27 年上半期においては、20 歳代の占める割合
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が上昇している。また、犯罪の態様としては所

持犯が最も多いが、27年上半期において輸入犯
の割合が上昇しているのが懸念される。なお、

検挙人員総数では、平成 26年よりも平成 27年
の方が多い。 
また、E‐commerceにおいて、消費者を欺く
意図をもって広告されている製品のみならず、

危険ドラッグ等の偽装製品も含まれており、製

造販売―消費両者において明らかに違法性を

自覚した取引が行われている可能性のある場

合もある。 
２） 大麻について 
 大麻事犯の検挙人員数は、平成 26 年までは
低下傾向にあったが、同年以降跳ね上がってい

る（図８）。大麻事犯の増加の主因は、20 歳代
の事犯の急激な増加及び、10代の事犯の増加で
ある。犯罪の内訳でみると、平成 26年と平成 27
年を比較した場合、所持犯（1400人→1679人）、
譲渡（104 人→123 人）、譲受（50 人→91 人）、
密輸（40人→59人）と変化しており、ヒトを介
した取引の活発化がうかがわれる（表２）。なお、

10代から 20代の大麻事犯の増加に先行して、
平成 25年から 26年にかけて 30代の大麻事犯
が増加している。  
  

２ 市民の意識について 
１）危険ドラッグについて 
 平成 24 年度薬物等に対する意識等調査報告
書（文科省）4）によれば、小学校児童、中学校

学生を対象として、薬物乱用が増えている理由

に対する考えを調査した場合、若者の間で大麻

などの薬物を使う人が増えている理由として

「簡単に手に入るようになっている」からと思

うと回答した児童生徒の割合が最も高く、男女

とも に小学校６年生以降 70％を超えていた。
次いで男女とも概ね「友達等に進められる」、

「有害性・危険性に関する誤った情報の氾濫」

の順であった、としている。 
また、平成 26年 9月から 12月に、一都三
県の首都圏の中高生を対象に実施された薬物

対策協会（東京・豊島区）の調査（回答数 3,858
名）では、「危険ドラッグ」が入手可能と考え

る中高生が半数を超えていることがわかった。

危険ドラッグが「簡単に手に入ると思う」と答

えた中高生は約 28%、「少し苦労するが、何と
か手に入れようとすれば可能だと思う」と答

えた中高生は全体の約 25%となっている 5）。 
 平成 27年 12月～平成 28年 2月にかけて実
施された横浜市教育委員会・横浜市健康福祉局

の調査（対象；横浜市小学校 5年生、横浜市中
学校 2年生 総数 4907名）（図９）においても、
「身近に脱法ハーブや危険ドラッグに接する

場面はあると思うか」という問に対して、小学

生の 23.5％、中学生の 25％が「あると思う」と
回答している。また、「脱法ハーブや危険ドラッ

グを手に入れようとした場合、それはすぐに手

に入ると思うか」という問に対して、小学生の

36％、中学生の 35.3％が「簡単に手に入ると思
う」と回答し、小学生の 34.6％、中学生の 49.6％
が「少し苦労するが手に入れられると思う」と

回答している。実に小学生の 70.6％、中学生の
84.9％が「入手可能」としていることになる。 
２）大麻について 
 近時、事犯数が増加している大麻について

は、平成 28年に実施された京都府警の京都府
内高校生対象調査（対象 8,794名）6）では、認

識度は覚醒剤の 3,181名についで 2,852名であ
り、麻薬よりも高い。タバコと比べてどちらの

害が大きいかという問に対して、タバコと回

答した者は 552名（6.3％）、大麻と回答した者
は 6,960名（79.1％）であった。興味・好奇心
はあるかという問に対して、224名（2.6％）が
「ある」と回答しており、手に入れることが可

能と思うかという問に対して 3,426名（39.0％）
が「可能と思う」と回答している。また入手経

路として最も多かったのはインターネット

（2,518 名 28.6％）、ついで売人（1,620 名 
18.4％）、知人（1,061名 12％）であった。 
こうした傾向は一般市民においても同様で

あり、別途の小規模調査（回答数 1,411名）で
は、大麻を吸引したことがある（11名）、吸引
してみたいと思う（55名）と併せて約 5％程度
が経験者、経験予備群となっている。また身体

への害はない（24名）、タバコより害がない（75
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名）、タバコと同程度（109名）の回答より、少
なくとも 14.7％が「タバコ以下」と考えている
ようである。なお、タバコよりは有害だが、覚

醒剤ほどではない、と考えている人が 321 名
（22.7％）おり、回答者全体の 4割近くが大麻
の有害性を軽視している結果であった（表３，

４）。  
 平成 20 年前後から問題となっている大学生
の薬物汚染については、関西 4大学が新入生を
対象に「薬物に関する意識調査」を実施してい

るが、平成 27年度調査（対象 26,576名）では、
薬物の使用・所持に対して、所持では罰せられ

ない（1％）、所持でも使用でも罰せられない
（1％）という結果であり、他人に迷惑をかけな
ければ、薬物使用は個人の自由とする者も 6％
いた。また、薬物使用を直接目撃したことがあ

ると回答している者も 6％おり、購入・使用の
誘いがあれば断らないかもしれないとする者

も 4.5％いた 7）。 
 以上のことから、10代、20代を含め、いずれ
の層においても、大麻の害は軽視されやすく、

入手が可能と考えられており、罪悪感も低い傾

向がみられる。 
 

３ 医薬品、『健康食品』類の消費動向 
総務省統計局 「平成 26年家計調査結果」に

よれば、健康食品全般についての年間支出は、

額及び全消費支出に占める割合ともに高齢者

層になるほど増加する傾向がある（図 11）。 
同様に総務省統計局 「家計消費状況調査結果

＜平成 27年＞」によれば、医薬品・健康食品類
は「保健・医療」の部分に入るが、ネットショ

ッピングでの支出総額に対する割合は 4.5％で
あった。また、ネットショッピングにおける医

薬品・健康食品類の割合は、70歳代で 7.4％と、
高齢者層になるほど増加しており、医薬品より

も健康食品にかける支出のほうが多い結果で

あった（図 12、13）。 
 
４ 考察・結論 流通上の問題点と包括的乱用

防止対策の必要性 
平成 26年度版薬物・銃器情勢（確定版）は、

危険ドラッグ乱用者の平均年齢は 33.4 歳であ
り、「覚醒剤乱用者の平均年齢 41.7歳より低く、
大麻乱用者の平均年齢 31.9 歳より高い。」と分
析している。また、同平成 27 年度版において
は、大麻事犯検挙者数 2,101名のうち、20歳未
満が 144 名（前年度 80 名）、20 歳代が 890 名
（前年度 890名）であり、中に中学生 3名（前
年度 3名）、高校生 24名（前年度 18名）、大学
生 31名（前年度 27名）が含まれることを明ら
かにするとともに、同時に大麻事犯においては、

初犯者率が高い傾向が続いているものの、わず

かに低下傾向にあり、すなわち再犯率がわずか

に上昇しつつあることを示している８）。なお、

初犯率は若年層ほど高い。 
このように若年層に向かって乱用が拡大す

る主な理由は、先述したように E‐commerceの
拡大である。 
特に医薬品をはじめとする「薬物類」のイ

ンターネットによる販売は、近時、医薬品類

のインターネット販売が一定の規制条件の下

で解禁されたことも併せて、ユーザーにとっ

てはハードルが一段下がったといえるであろ

う。2015年度の某ドラッグストアの社内報告 
（情報元秘匿義務あり）では、 
① 医薬品類のネットユーザーは併せて生活

用品及び健康食品類の購入率が高い  
② ネット販売による医薬品類の購入率は期

待したほど高くなく、生活用品、健康食品類  
  の購入率が伸びている とされている。 
 このように、医薬品等の店舗販売業者とい

うフィルターがかけられている場合は、本邦

の適正流通経路に乗っているものであること

は間違いなく、有害成分を含む不適正流通品

や、効能効果において粉飾のある製品は排除

されるであろうことは期待できる。 
 しかし、インターネット販売は、こうした

店舗による販売だけを仲介するものではなく 
製造者・生産者からの直接的販売を仲介してい

るケースが圧倒的に多い。ネットプロバイダー

は、製造者・生産者の製品情報に責任を持つも

のではなく、一定の手続きによってネット掲載

が認められ、多数の事故事象報告やそれに基づ
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く指導・取締りがなければ、掲載削除はない。

憲法における商業の自由を最大限利用した無

制限の仮想空間マーケットが存在し、マーケッ

ト参加を規制しているものは、参加にかかる諸

手続きのみであって、商品の適正性ではない。

それらは、ユーザーの自己責任に帰すものであ

り、ユーザーの損失や損害を含む市場評価によ

って、市場における存在の是否が決まっていく

という、ほとんどアダム・スミスの時代に遡る

市場の自浄原理と性善説によってのみ規定さ

れているのが現況である。仮想市場空間の特徴

でもある情報の適否が明らかでない多くの無

責任な直売体系があるのは事実であり、結局の

ところ、製品（商品）の多様性×流通の多様性

＝ある商品に関する情報の多様性が、消費者の

選択の幅を 2次速度論的に拡大した一方で、悪
意のある誘引に対して情報の吟味力がない消

費者の危険も飛躍的に拡大しているといえる 9）。 
これまで、特に若年層における薬物乱用の危

険とその舞台となるE‐commerce について主
に注目してきたが、近時の高齢者層におけるイ

ンターネット取引に対する依存度の上昇も併

せて考慮した場合、高齢者層が意図せずに被害

者となる、あるいは加害者となる危険も無視は

できない。 
 更に、医薬品の個人輸入代行利用にみるよう

に、消費者は一般的に E‐commerce市場におけ
る危険性を抽象的には認識しつつも、利便性を

優先させる傾向があり、その根底には理由のな

い楽天性はもとより、自分の評価力判断力を過

信している傾向があると考えられ、 
全世代を通じたシームレスで多彩な方法を用

いた教育・啓発体制構築が喫緊の課題である。 
 
 

調査研究２  
地方自治体、及び地域学校薬剤師等による薬物

乱用防止対策について 
A．目的 
内閣府「第四次薬物乱用防止五か年戦略」（平成

25年）に基づき推進されている地域レベルでの
薬物乱用防止対策の現在の状況を調査し、本政

策の中間的進行状況、及び施策実施上の課題を

探る。 
B．方法  
１ 公的資料を用いて、現時点における都道

府県レベルの取組状況を調査する。 
２ 都道府県レベルの取組について、「栃木

県」 をピックアップし、資料及びインタビュ

ー調査を行う。 
３ 学校薬剤師の薬物乱用防止教育関与の

状況について、宇都宮市、及び仙台市の学校薬

剤師会をピックアップし、資料及びインタビュ

ー調査を行う。 
（倫理面の配慮） 
検討材料を主に、官公庁が公開している統計

あるいは政策資料、又は公開されている調査・

研究報告書に求め、情報の公正性・責任性を担

保するとともに、情報の中に含まれる「個人 
情報の要素」を排除した。 
インタビュー調査については、あらかじめ、

調査の主旨、責任、調査内容に関する依頼文書 
を交付し、許諾を得た。また、インタビューに

際しては、回答できないことはしなくて良い旨、

回答していただいた内容については、迅速に議

事録を作成し、内容の点検を依頼し、訂正・削

除・加筆の上、報告書に掲載する旨を説明し、

許諾を得た。なお、当該研究報告書は公開され

る性質のものであること、ならびにインカビュ

ー協力者は、公務員を除いて、研究協力者とし

て明記されることについても説明し、許諾を得

た。 
C. 調査検討結果、D．考察、E．結論 
§１ 国の薬物乱用防止対策の状況 
  １ 政府施策方針：内閣府「第四次薬物乱

用防止五か年戦略」（平成 25年）について 
平成 25 年に提示された内閣府「第四次薬物乱
用防止五か年戦略」10）では、特に留意すべき戦

略課題として以下の 3点を掲げ、 
（１）新たな乱用薬物への対応   
（２）薬物の再乱用防止対策の強化   
（３）国際的な連携・協力の推進 
 これらの戦略課題に基づき、戦略目標を設定、

関係省庁の緊密な連携のもと取組を推進する
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ものとしている。 
戦略目標１ 青少年、家庭及び地域社会に対す

る啓発強化と規範意識向上による

薬物乱用未然防止の推進 
戦略目標２ 薬物乱用者に対する治療・社会復

帰の支援及びその家族への支援の

充実強化による再乱用防止の徹底 
戦略目標３ 薬物密売組織の壊滅、末端乱用者

に対する取締りの徹底及び多様化

する乱用薬物に関する監視指導等

の強化 
戦略目標４ 水際対策の徹底による薬物の国

内流入の阻止 
戦略目標５ 薬物密輸阻止に向けた国際的な

連携・協力の推進  
      これらの戦略課題及び戦略目標を第三次薬

物乱用防止五か年戦略 11）と比較した場合、戦略

目標１においては、対象を青少年から青少年、

家庭、地域社会まで広げ、目標それ自体を薬物

乱用の根絶から、薬物乱用未然防止 として、

方略を啓発強化・規範意識向上と明確化してい

る。また戦略目標３においては、密売組織の壊

滅や乱用者に対する取締りといった警察的取

締りの強化の一方で、乱用薬物に対する監視指

導等を加え、リスクマネージメント的側面の強

化も図られている。 
本分担研究 調査研究１ において、流動す

る集合である地域社会がその存在意義である

「健全な地域社会」を達成維持するためには、

リスクマネージメントとクライシスマネージ

メントの適正な循環が必要であることを指摘

した。更に適正な循環パスウェイの確保のため

には、教育・啓発と取締り及び救済と相談とい

った社会政策機能の必要十分な動員が重要で

あることも指摘した。 
そうした意味では、内閣府「第四次薬物乱用

防止五か年戦略」は、戦略目標１において地域

社会までをも含むリスクマネージメント目標

を提示するとともに、戦略目標２においてクラ

イシスマネージメントとそのリスクマネージ

メントへの回帰目標を提示する。更に啓発・教

育というパスウェイを対極から支える取締り

体制の中に監視指導を加え、切れ目のない軌道

修正体系の構築を企図しており、第三次薬物乱

用防止五か年戦略よりも具体性のあるものと

なっていると考えられる。 
２ 考察・結論 「第四次薬物乱用防止五か年

戦略」における懸案事項 
平成 28 年現在におけるもう１つの懸念は、
第四次薬物乱用防止五か年計画のフォローア

ップ（平成 26年）において報告されている予算
措置を伴う多角的な取り組みの意義がどこま

で浸透しているか、末端においてどこまで理解

され、実施されてきたのか、進行途上であると

いう事情も含め、国の施策レベルでは明らかに

されているものの、本来の主体という意味で計

画のターゲットとなる「地域」レベルでは必ず

しも明らかではないことである。 
本 分担研究の「調査研究１ 超高齢・人口減

少社会における薬物規制」において、すでに社

会学的見地から「地域の自律性に基づく目標設

定とその達成のための諸方略については、公

助・共助レベルの支援が効果的に組み合わせら

れることが必要となる。以上のような計画性を

もった取り組みのためには、バックグラウンド

となる国の施策と地方公共団体による条例レ

ベルの明確な方略が求められると考えられる。」

旨を考察したが、言い換えれば国の施策方針を

最終単位としての地域に根付かせるには、地方

公共団体が様々なボックス事業を実施してい

くだけでは意義・時宜・効果が放散していくの

は否めず、条例等による戦略性の確保と保持が

求められると考えられる。 
 

§２ 都道府県における薬物乱用防止対策 
平成 28 年度末現在、薬物乱用防止対策のた
めに、条例化措置を行っている都道府県は、北

海道から、福岡県・佐賀県に至る 26都道府県が
確認できている。東京都は平成 17 年の制定で
あり、群を抜いて早い制定であったが、他の府

県は概ね、平成 24年～平成 27年の制定であり、
第四次薬物乱用防止 5か年計画の進行に歩調を
合わせているようである。 
われわれは、条例を制定している都道府県の
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うち、① 首都圏の外縁に位置する ② 政令

指定都市または中核市を有する ③ 産業用

大麻トチギシロの種子の供給元である 等の

事情に基づき栃木県をピックアップして、都道

府県としての薬物乱用防止対策の計画・実施状

況について、資料調査及びインタビュー調査を

実施した。 
調査先：栃木県保健福祉部薬務課  

提供資料：とちぎ薬物乱用防止推進プラン 

2016～2020（編集発行 栃木県） 

     とちぎ薬物乱用防止推進プラン（ダ

イジェスト） 
 栃木県薬物依存症対策事業（図） 
キャンペーン配布物 

１ 栃木県における薬物乱用防止対策の概況： 
とちぎ薬物乱用防止推進プラン 2016～2020 

より 

１）計画の概要 

 上記 とちぎ薬物乱用防止推進プラン 

2016～2020 12）の主たる内容について、筆者責

任で要約する。  

① 基本目標 

 「薬物乱用のない社会」の実現  

～ 健康で、安心して暮らすことのできる

「とちぎ」づくり ～ 

② 基本方向と施策の体系 

基本方向Ⅰ 薬物乱用防止の教育及び学習の

推進 

◇ プラン 1 学校における薬物乱用防止に

関する教育の充実 

〇 戦略１ 児童生徒の薬物乱用防止意 

識の向上 

● 児童生徒の薬物乱用防止に関する指

導の実施（教育委員会〔学校教育課〕）     

学習指導要領に基づき、児童、生徒

の実態や発達の段階を踏まえた指導

実施。 

● 夏季休業前の啓発の推進（教育委員

会〔健康福利課・学校教育課〕、保健

福祉部〔薬務課〕、経営管理部〔文書

学事課〕） 

薬物乱用防止に関する正しい知識に

ついて啓発リーフレットを作成し、

夏季休業を迎えた時期に小学校 5，6
年生から高等学校までの全生徒に配

布、家庭を含めて啓発を推進。 

● 薬物乱用防止教室の実施（教育委員

会〔健康福利課・学校教育課〕、保健

福祉部〔薬務課〕、経営管理部〔文書

学事課〕、警察本部〔少年課〕） 

HR活動、特別活動等において系統的
かつ効果的な指導を実施。外部講師

や薬物乱用防止広報車を活用 

● 薬物乱用防止啓発演劇の実施（教育

委員会〔健康福利課・学校教育課〕、

保健福祉部〔薬務課〕、経営管理部〔文

書学事課〕）：中学生対象に実施、3年
間で一巡。 

〇 戦略２ 薬物乱用防止教育内容の充 

       実 

● 薬物乱用防止に関する指導の充実

（教育委員会〔健康福利課・学校教

育課〕、保健福祉部〔薬務課〕） 

市町村の関係諸機関と連携して、養

護教諭、専門性を有する職員、薬物

乱用防止指導員などの協力による指

導の推進、教育内容の充実 

● 長期休業前の薬物乱用防止に関する

指導の徹底（学校教育課・健康福利

課） 

○ 戦略３ 大学等における学生に対す 

る普及啓発 

 ● 薬物乱用防止学生サポーターによ 

る普及啓発の推進（保健福祉部〔薬務 

課〕） 

薬物乱用防止学生サポーター（ダメ

ゼッ隊）の育成・組織化による大

学・専門学校等内外の普及啓発推進。 

● ポスター配布による普及啓発の推進

（保健福祉部〔薬務課〕） 

◇ プラン２ 地域社会における薬物乱用防

止意識の醸成 

  ○ 戦略１ 地域住民への啓発活動の推 

        進 
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   ● 薬物乱用防止指導員等による地域 

における啓発活動の実施（保健福祉部 

〔薬務課〕） 

PTA等の社会教育団体等との連携によ
り、地域の講習会、健康祭りなどでの

啓発活動実施 

● 薬物乱用防止巡回パトロールの実施

（保健福祉部〔薬務課〕） 

街頭、大型商業施設周辺で啓発用リ

ーフレット等の資材配布 

● 街頭補導活動の実施（警察本部〔少

年課〕） 

● 成人式における啓発活動の実施（教

育委員会〔生涯学習課〕、保健福祉部

〔薬務課〕） 

● 薬物依存症フォーラムの開催（保健

福祉部〔障害福祉課・薬務課〕） 

  〇 戦略２ 各種運動、キャンペーンによ 

る啓発活動の推進 

● 薬物乱用防止広報強化期間における

啓発活動の推進（保健福祉部〔薬務

課〕、教育委員会〔健康福利課〕、警察

本部〔組織犯罪対策第二課・少年課〕） 

● 青少年の非行・被害防止に係る強調

月間における啓発活動の実施（県民

生活部〔人権・青少年男女参画課〕、

教育委員会〔学校教育課・健康福利

課〕、警察本部〔組織犯罪対策第二課・

少年課〕） 

  〇 戦略３ 広報媒体を用いた幅広い啓 

発活動の推進 

     （県民生活部〔広報課〕、保健福祉部

〔薬務課〕、警察本部〔組織犯罪対策第二課・ 

少年課〕） 

◇ プラン３ 薬物乱用防止のための普及啓

発への支援の充実 

〇 戦略１ 薬物乱用防止活動を担う人 

材の育成 

● 薬物乱用防止指導講習会の実施（保

健福祉部〔薬務課〕） 

知事委嘱の薬物乱用防止指導員に対

する知識習得、講師技能向上を図る。 

● 薬物乱用防止教室研修会の実施 

（保健福祉部〔薬務課〕、教育委員会

〔健康福利課〕） 

学校における薬物乱用防止教室の講

師（予定者）、学校医、学校薬剤師、

関係団体職員、薬物乱用防止指導員、

教員等を対象とする研修会実施、啓

発資料提供、情報提供。 

● 青少年育成関係者を対象とした薬物

乱用防止講話の実施（県民生活部〔人

権・青少年男女参画課〕） 

  ○         ○ 戦略 2 啓発用資材の充実 （保健福

祉部〔薬務課〕、教育委員会〔健

康福利課〕、警察本部〔少年課〕） 

  ○ 戦略３ 各啓発活動への積極的な支 

         援 

                ● 啓発活動に対する啓発用資材等の提

供 （保健福祉部〔薬務課〕、教育委

員会〔健康福利課〕） 

● 講習会の講師派遣等の支援（保健福 

祉部〔薬務課〕、教育委員会〔健康福 

利課〕） 

● 学校薬剤師との連携強化（保健福祉  

部〔薬務課〕、教育委員会〔健康福利

課〕） 

● 先駆的な普及啓発活動の情報共有

（保健福祉部〔薬務課〕、教育委員会

〔健康福利課〕） 

基本方向Ⅱ 薬物に関する相談体制の充実 

◇ プラン４ 関係機関による相談体制の充

実 

 ○ 戦略１ 迅速かつ的確な薬物相談等 

の実施 

  ● 各機関の相談窓口における迅速か 

つ的確な薬物相談等の実施と周知 

    （保健福祉部〔薬務課・障害福祉課〕、 

警察本部〔組織犯罪第二課・少年課〕、 

県民生活部〔くらし安全安心課〕） 

○ 戦略 2 相談業務に携わる人材の育成 

● 薬物依存症相談担当者専門研修会の

実施 （保健福祉部〔薬務課・障害福

祉課〕） 



-102- 

● 依存症関連相談技術研修会の実施 

（保健福祉部〔薬務課・障害福祉課〕） 

● 少年補導員及び少年相談専門職員向

け研修の実施 （警察本部〔少年課〕） 

  ○ 戦略 3 相談機関の連携強化 

   ● 薬物関連問題連絡協議会の開催 

 （保健福祉部〔薬務課・障害福祉課〕） 

   ● 学校警察連絡協議会等における連 

携強化（警察本部〔少年課〕、教育委 

員会〔学校教育課〕） 

 

基本方向Ⅲ 監視指導及び取締りの強化 

 ◇ プラン５ 関係機関の連携による取締

り体制強化 

 ◇ プラン６ 不正流通薬物の取締りの徹

底 

 ◇ プラン７ 危険ドラッグなど多様化す

る乱用薬物への対応強化 

 ◇ プラン８ 正規流通薬物の監視指導監

督の徹底 

  主旨：麻薬・向精神薬、毒劇物（有機溶剤

等）の適正流通、適正使用の確保。 

  ○ 戦略１ 医療機関等への計画的な立

入調査の実施 

   ● 医療機関等への計画的な立入検査

の実施（保健福祉部〔薬務課・医療政策課〕） 

   ● 毒物劇物販売業者等への計画的な

立入検査の実施（保健福祉部〔薬務課〕） 

   ● 大麻栽培者への立入調査及び収去

検査の実施（保健福祉部〔薬務課〕） 

  〇 戦略２ 偽造・変造処方箋対策の充実 

（保健福祉部〔薬務課〕） 

◇ プラン９ 薬物に関する調査研究の推進 

 

基本方向Ⅳ 薬物依存症治療等の充実 

◇  プラン１０ 薬物依存症者に対する治

療の充実 

◇  プラン１１ 再乱用防止対策の充実強

化 

◇  プラン１２ 薬物依存症者の社会復帰

の支援 

 

２ 薬物乱用防止に関する栃木県行政の取り

組みの状況（インタビュー）    

１） 危険ドラッグ、大麻等の取締状況につい

て 
  栃木県においては、大麻事犯は増加傾向に

ある。所持・吸引については成人期の青年層が

増えている。栽培については組織的な事犯がみ

られる。所持・吸引で検挙されたものの犯意は、

覚醒剤やほかの危険ドラッグに比べて薄い傾

向がある。 
２）栃木県の乱用防止対策について 
第四次薬物乱用防止五か年計画を踏まえて

制定された条例は、薬物乱用防止に係る総合的

な対策推進を期するものであり、その実体化に

は「計画」策定が必須と考えられ、2016～2020
年の 5 か年計画で、「とちぎ薬物乱用防止推進
プラン」を実施している。具体的には、Ⅰ 薬

物乱用防止の教育及び学習の推進、Ⅱ 薬物に

関する相談体制の充実、Ⅲ 監視指導及び取締

りの強化、Ⅳ 薬物依存症治療等の充実 の 4
本の柱を立てて、それぞれ施策を実施している。

薬物乱用事犯は再犯率が高いので、今後は、Ⅱ 

薬物に関する相談体制の充実、Ⅳ 薬物依存症

治療等の充実 に力を注ぐ必要がある。 
３）薬物乱用防止の教育及び学習の推進につい

て 
キャンペーン活動は、薬剤師会、市民団体等

の手を借りて実施している。教育については、

学校薬剤師によるもの、警察によるもの、ダル

クなどによるものが実施されているが、効果等

の評価や事業すみ分けについて、明確に把握は

していない。 
成人期の青年層に対する啓発は、学校や家庭

の手を離れており、難しいところであるが、県

内の学生を中心に組織されている「ダメ ゼッ

隊」に期待できるところもある。今後は教育プ

ログラム、教育者養成プログラムの充実と標準

化が必要と考える。 
４）薬物依存症治療等の充実について 13） 
依存症に陥った者の救済を視野に入れた乱

用防止策が必要と考えられ、栃木県では  図 

13) に示すような流れでの、医療、行政、家族会
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等による依存症患者包囲網の構築とピックア

ップを充実させたいと考えている。 
 
３ 考察・結論 
 栃木県は、第四次薬物乱用防止五か年計画を

踏まえ、栃木県薬物乱用防止対策実施方針に基

づき対策を講じてきたが、県の実情に鑑みて、

危険ドラッグ規制強化と依存症からの回復支

援を含めた総合的な対策推進のため、平成 27年、
「栃木県薬物の濫用の防止に関する条例」を制

定した。更にこの条例に基づく施策・基本的な

考え方を示すため、「とちぎ薬物乱用防止推進

プラン」を平成28年策定した。この計画は、前

記実施方針との整合性が図られているととも

に医療法、障害者基本法、教育基本法、及び栃

木県青少年健全育成条例等による施策との調

和も図られている 14）。 

 とちぎ薬物乱用防止推進プランは、明確な基

本目標に向けて、４つの基本方向（Ⅰ 薬物乱

用防止の教育及び学習の推進、Ⅱ 薬物に関す

る相談体制の充実、Ⅲ 監視指導及び取締りの

強化、Ⅳ 薬物依存症治療等の充実）を据え、

更に各基本方向の下にいくつかの構想（プラン）

を、プランの下にいくつかの戦略を、戦略の下

に、いくつかの施策を設定するという末広がり

の階層構造になっており、全体として、網羅的

な薬物乱用防止対策が可能な体制が作られて

いる。 

 １－１）計画の概要 では、本研究の主旨に

従い、基本方向Ⅰ 薬物乱用防止の教育及び学

習の推進 の項目を中心に紹介したが、県の保

健福祉部、教育委員会、一部警察本部を交えて、

３つのプラン：学校における乱用防止教育の充

実、地域社会における薬物乱用防止意識の醸成、

薬物乱用防止普及啓発への支援 についてシ

ームレスな施策実施が図られている。特に、学

校における乱用防止教育の充実については、小

学校児童・中学校生徒を想定した仕組みと、小

中高までを視野に入れた仕組みを発達段階や

実態に合わせて計画的に運用しようという構

想が、（決して独創的ではないのかもしれない

が）明示されている点は重要である。また、危

険ドラッグ、大麻などについては、家庭や地域

を離れて実際に無防備になるのは 18 歳以降の
成人期青年であることに鑑みて、大学・専門学

校を中心に、当事者参加型の取組を立案し、実

施している点は地方自治体ならではの発想で

あり、期待できるところである。 

 別途「県の実状」を踏まえた取り組みは、基

本方向Ⅳ 薬物依存症治療等の充実 に見る

ことができる。ここでいう「県の実状」の１つ

は、覚醒剤関連検挙人員が 92％（232名、平成    

26 年）を占め、うち 2名が未成年者であるであ

ること、覚醒剤使用者の再犯率は 64.2％と高い

ことである。これを踏まえ、 

プラン１０ 薬物依存症者に対する治療の充

実では 

戦略１ 薬物依存症からの回復に向けた最乱

用防止教育事業（薬物依存症回復プログラム：

Tochi-MARPP 実施→尿検査＆経過観察事業実

施）、戦略２ 専門医療機関における薬物依存

症治療の充実（薬物依存症専門医療の提供、中

毒性精神障害者への対応） 戦略３ 医療機関、

保険者等との連携強化による重複投与等の防

止（依存性の高い向精神薬等処方箋医薬品の重

複投与防止、適正な服薬指導推進） 

◇ プラン１１ 再乱用防止対策の充実強化

では 

戦略１ 薬物依存症回復プログラムの充実（プ

ログラムの効果分析評価と改善、刑の

一部執行猶予制度の施行を踏まえた

プログラム活用の検討） 

戦略２ 家族会事業の充実（依存症者の孤立を

防止し、自身の回復や自立を促す） 

戦略３ 医療機関等との連携強化による回復

支援（回復経過に合わせて、関係団体

との連携による支援実施、関係機関の

ファシリテーターの育成） 

◇ プラン１２ 薬物依存症者の社会復帰の

支援では 

戦略１ 薬物依存症者の自立と地域社会への

復帰の支援 

    （社会奉仕活動、職業・作業体験等に

よる少年の居場所づくり、依存症者
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の社旗復帰ネットワーク整備と就

業準備・就職活動・職場定着などの

推進） 

な     などのプラン設定により、治療・リハビリ・

社会復帰までを包括的に実施できる体制を企

図している。薬物依存症回復プログラム：Tochi-
MARPP と家族会事業はプランの大きなランド
マークとなっており、治療から社会復帰までの

エンジンをなす取り組みである。 

更に当事者の治療も含めて「重複投与等の防

止」は関与する側にとって有意義な取組目標で

あり、地域における薬物乱用防止対策関与者の

義務であることも明示されている。 

 同様に、県の実状を踏まえた取り組みは、基

本方向Ⅲ 監視指導及び取締りの強化 にも

見ることができる。基本方向Ⅲにおけるプラン

は、プラン５ 関係機関の連携による取締り体

制強化、プラン６ 不正流通薬物の取締りの徹

底、プラン７ 危険ドラッグなど多様化する乱

用薬物への対応強化、プラン８ 正規流通薬物

の監視指導監督の徹底であり、取締り強化一辺

倒ではなく、むしろ監視指導監督の徹底によっ

て違法行為を未然に防止する意図が伺われ、特

にプラン８ 正規流通薬物の監視指導監督の

徹底においては、「大麻栽培者への立入調査及

び収去検査の実施により、栽培種トチギシロの

交雑有毒化の有無の確認体制が整備されてい

る。また、プラン８では、正規流通品の不適正

使用に対しても監視体制を確立している。 

一方、栃木県ではこのように条例制定から計

画整備実施まで体系的に行われているが、一般

的に、計画の構造それ自体に内在する課題があ

る。『末広がりの階層構造になっており、全体と

して網羅的な薬物乱用防止対策が可能な体制』

を企図して策定された計画ではあるが、こうし

た構造では末端ほど戦略的意義が失われ、戦術

的に運用する傾向が高まる。特に、末端の外部

協力者においてその傾向が強くなることは否

めず、自分の分担や位置づけが明らかでなく、

単に年間行事やスケジュール的参加にとどま

ることになりがちである。またこのようなシス

テムにおいては、相当のモチベーションをもっ

て臨んでいる場合であっても、末端からの提

案・要望の吸い上げや迅速な実現、システムへ

の取り入れは困難であり、協力者のモチベーシ

ョン低下につながりかねないこともある。こう

した事態になれば計画主旨からいってもきわ

めて残念なことになり、このような構造に内在

するリスクに対して自治体の薬物乱用対策推

進本部として、どのようにマネージメントを行

い計画の質的担保を担うのかは重要な課題に

なろう。 

 更に、条例に基づく計画ということで、予算

措置がどのようになっているか（平成２９年度

予算）15）を調べたところ、条例制定以前、計画

策定以前（平成２７、２８年度）と同様の形で、

各関係部局に分散的に措置されている状況で

あり、条例に基づく事業としての１本化予算設

置はなされていなかった。従来から指摘されて

いるところであるが、１つの事業の総体がどう

かによらず、各部局にボックス事業予算配分さ

れている場合、事業全体が見通せず、部局間の

分担や連携が難しく、業務過負荷に至ることも

多い。栃木県の場合は、おそらくは長期の経験

に基づく薬物乱用防止対策システム構築がな

されており、現況で計画運用に支障がないもの

とは考えられるが、今後、栃木県の優れた取り

組みを参考として各地方自治体が薬物乱用防

止対策を行っていくとした場合、留意すべき事

項であると考えられる。 

 

§３ 学校薬剤師会の薬物乱用防止対策にお

ける取組み（インタビュー調査） 

 前掲 都道府県の取組で取り上げた栃木県

の県庁所在地であり、中核市である宇都宮市の

学校薬剤師会、及び、栃木県同様に薬物乱用防

止に関する条例制定県であって、東日本大震災

被災地である宮城県の県庁所在地・政令指定都

市仙台市の学校薬剤師会の活動状況について

インタビュー調査を行った。 

主なインタビュー項目 

① 市中の薬物乱用の状況をどのように把握

しているか 

② 学校薬剤師による薬物乱用防止「教育」を
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どのように実施しているか。 

③ 薬物乱用防止教育の効果等についてどの

ように考えるか 

④ 薬物乱用防止教育実施上の問題点や課題 

 

 １ 栃木県（宇都宮市）の学校薬剤師会の活

動について 

インタビュー調査 協力者 

大澤光司（栃木県薬剤師会 会長）         

君島 正 （栃木県薬剤師会 学校薬剤師委

員会 会長） 

 岡田 克彌 （栃木県薬剤師会 事務局長） 

① 市中の薬物乱用の状況をどのように把握

しているか 

 主に未成年者に絞ってみた場合、覚醒剤使用

は減少傾向にあるが、大麻使用は平成２６年以

降増加していると聞いている。 

 

② 学校薬剤師による薬物乱用防止「教育」を

どのように実施しているか。 

 a 薬物乱用防止指導員としての活動につい

て 

  指導員は、健康センターごとに養成され、

現況では 30 名ほど存在する。その内訳は多

様で、スポーツインストラクター、老人会、

薬店の登録販売者、学校薬剤師などが主な構

成者である。主な活動は、乱用防止キャンペ

ーン関連活動である。健康センターの指揮下

での活動が主体である。 

 ｂ 学校薬剤師の乱用防止教育の実施状況 
について 
  学校における薬物乱用防止教育は、いわゆ

る「おくすり教育」とは別枠で実施している。

薬物乱用防止教育は、小学校、中学校、高校

と成熟度に合わせて、内容を変化させている。

小学生に対しては保護者も含めて機会を設

け、アウトカムを「勧誘を拒否できる」「通報

できる」とし、薬物の乱用が体に与える害の

みならず、社会における迷惑行為であること

を語りかける。中学生に対しては、喫煙はそ

の行為が薬物乱用にむかうゲートアクショ

ンであることを認識させ、アウトカムとして

は、喫煙も含めて「社会的責任が問われるこ

とを明確に認識できる」とする。高校生に対

しては、依存に陥った場合の社会復帰率の低

さを医学的生理学的に認識させ、「習慣性に

は勝てない」ことを理解し、防止に努める責  

任があることを納得することを到達目標と

する。 
教材はメインの教材として、文部科学省が

策定しているものを使用するが、そのほか簡

単な実験を行う、サンプル等に触れる機会を

作る等の工夫を行っている。 

 

③ 薬物乱用防止教育の効果等についてどの

ように考えるか 

学校教育として行われている薬物乱用防止

対策は、警察で行う指導、ダルクなどの団体が

行う活動、学校薬剤師による教育活動がある。

それぞれの教育指導活動の対象学年や方向性、

方法が異なるのは当然であるが、実施のタイミ

ングや訴えかけの視座がかみ合わないことが

多く、プログラム的に問題があると感じている。

効果の評価も難しい。 

 

④ 薬物乱用防止教育実施上の問題点や課題 

実施比率でいうと学校薬剤師による教育の

機会が一番低い。また、教員の認識率、認識の

度合いも低い。例えば、教育学部では、学校薬

剤師について全く教えていないケースも多い。 
これが、プログラム上の不具合となっている場

合もある。 
 薬剤師という立場で、学校教育に関わる場合、

最も重要なのは「最新の科学的知見」を背景に

できるかどうかだと考える。例えば中毒症状の

わかりやすい説明など、標準化された教育が可

能となる。 

 

２ 宮城県（仙台市）の学校薬剤師会の活動に

ついて 
インタビュー協力者 
北村 哲治（一社）宮城県薬剤師会 学校薬

剤師・薬物乱用防止対策委員会 委員長 

 轡 基治 （一社）宮城県薬剤師会 学校薬剤
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師・薬物乱用防止対策委員会 委員 

 

① 市中の薬物乱用の状況をどのように把握

しているか 

宮城県では、薬物乱用事犯が一般に増加して

いる。特に大麻事犯が増えている。多くは所持・

吸引事犯であり、栽培等については不明である。

全国では、大麻事犯が昨年度（2016年度）最低

で本年度また増加していると聞くが、宮城県で

は 2011 年、2012 年が最低で、以降増加傾向に

ある。特に大麻事犯が右肩上がりに増えている

のは、震災後のインフラの崩壊から復興にかけ

ての混乱が影響している可能性があると考え

ている。 

 

② 学校薬剤師による薬物乱用防止「教育」を

どのように実施しているか。 

 概ね政令指定都市レベルで了解されている

事項に基づき、学校薬剤師の教育は、小学校、

中学校、高校と成熟度に合わせて、内容を変化

させている。小学生に対しては保護者も含めて

アウトカムを「勧誘を拒否できる」「通報できる」

とし、中学生に対しては、喫煙はその行為が薬

物乱用にむかうゲートアクションであること

を認識させ、喫煙も含めて「社会的責任が問わ

れることを明確に認識できる」、高校生に対し

ては、依存に陥った場合の社会復帰率の低さを

医学的生理学的に認識させ、防止に努める責任

があることを納得することを到達目標とする。

主に文部科学省が開発した教材を使用するこ

ととはしているが、機会が少ないこと等の事情

に鑑みて、担当者が独自に資料を作成すること

も多い。 

③ 薬物乱用防止教育の効果等についてどの

ように考えるか 

 教育の効果を何によって評価するかは難し

い問題である。長期に渡って重層的に行われる

教育の場合、長期的な個人の意識・行動変容を

測定できることが望ましいと考えられるが 

学校薬剤師会として、そのような測定の機会も

個人の追跡能力も持っていない。薬物乱用防止

教育の機会が少ないので、機会ごとにアンケー

ト調査は行っているが、その時点での理解の程

度がわかるだけで、人格形成にどの程度寄与で

きたかわからない。また、学校薬剤師のみで年

間薬物乱用防止教育を行っているわけではな

く、その点でも評価しにくい。 

 

④ 薬物乱用防止教育実施上の課題 

   計画上は、もれなく全地域・学校について

薬物乱用防止教育を実施しているところでは

あるが、教育能力あるいは実践能力及び実施

意欲に差があることは事実である。教育者養

成には各地で努めていると思うが、共通のプ

ロトコールやプログラムがあると、教育能力

の底上げができるとともに、学校薬剤師では

ない薬剤師が地域貢献として取り組みを行う

ベースになるのではないかと考えている。    

また、乱用防止については、行政、ライオ

ンズクラブなどの民間団体とも連携して効率

よく成果を上げられるよう検討したい。 

 

３ 考察・結論 
国の「薬物乱用防止計画」の最前線で薬物乱

用防止教育に尽力する学校薬剤師の活動につ

いて、これを主管している地域学校薬剤師会と

してどのように考えているか、２つの地域をピ

ックアップして、現実的に抱えている問題点も

含めて意見を聴いた。 
これまでの調査・検討から、いい点も悪い点

も含めて、国の計画のシステムに組み込まれ、

最前線で薬物乱用防止に携わる立場である、と

いうところから発生していることが多いと考

えられる。 
＜良い点＞ 
① 薬物に関する学校教育や、地域啓発に参

画することは、薬剤師のプロフェッション

であることが自覚的にも多角的にも明示

されること。 
② 今後の「かかりつけ」機能を軸とした地

域参画の１つの軸として、地域住民との長

期的関係を構築できる可能性があること。 
③ 計画の担い手であることから、提示され

ている要領に基づき、教育の目標、方法、
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資料他について、一定の支援を受けること

ができる。 
＜問題点＞ 
① 学校教育の機会が少ない。警察、ダルク、

他薬物乱用防止教育ノウハウをもつ諸団

体とのすみわけの中、「教育」的視点での連

携性を確保しにくい。 
② 学校現場において、薬物乱用防止教育に

対する認識が薄い。特に学校薬剤師会の教

育参画について、明確な了解がないことも

多い。教育学部で、学校薬剤師について全

く教えていないケースもある。 
③ 上記に鑑みると、学校に提案等を行って

も、提案そのものが受け止めてもらえない

ことも多々あり、実状に即した柔軟な教育

実施が不可能であることも多い。 
④ 教育効果の評価が難しい。形成的評価は

ほぼ不可能である。 
⑤ ブラッシュアップが困難な中で、薬剤師

のモチベーションが低下することもあり

得る。 
⑥ 教育能力を持った薬剤師人材の確保が

喫緊の課題であり、薬剤師の教育システム、

人材開発システムの整備を個別薬剤師会

レベルで行うだけでは標準化・水準化は困

難であるため、国・地方行政の指針設置を

含む支援が必要。 
 

 このうち、『教育・啓発活動については、評価

が困難』とする意見は、現場のみならず、  
地方行政からも出ており、実施回数や実施地域

分布などの量的データはあっても、個人におけ

る意識・行動変容にどの程度寄与しているかな

どの質的評価は事実上無理であり、行政の事業

としての成果表出が弱い、として、自治体が近

時その必要性が増している「再犯防止、依存症

者の治療と社会復帰」の方に軸足を移しつつあ

る傾向が認められた。（複数の地方自治体への

インタビューで確認） 
 しかしながら、健全な地域社会の構築といっ

た基本目標に関しては、教育と啓発は基本目標

に向かう里程標であり、リスクマネージメント

手段でもある。「再犯防止、依存症者の治療と社 

会復帰」はクライシスマネージメントであり、

その効果は可視化しやすいが、それ自体として、

基本目標に対する里程標とはなり得ず、重ねて

いうように、リスクマネージメントとクライシ

スマネージメントの循環構造によって社会を

支え、発展させるため、リスクマネージメント

の在り方を再考し、各対策戦略間の連携と再配

分についても検討する必要がある。 

 

調査研究３ 

学会・アカデミアの地域連携事業としての薬物

乱用防止対策について 

 

A．目的 
薬物乱用防止教育・啓発活動の中には、団体

や学会・アカデミアが独自に、あるいは薬剤師

会等と連携して行っているものがある。そのう

ち、学会・アカデミアが研究的に実施している

教育・啓発活動に焦点を当て、その研究成果等

について調査し、教育的観点から薬物乱用防止

対策への活用の方途を探る。  
 

B．方法 
日本社会薬学会並びに東京薬科大学・帝京大

学薬学部が中心となって実施している地域の

「おくすり教育」、及び啓発活動についてイン

タビュー及び資料調査を行う。 
（倫理面の配慮） 

検    検討資料については、活動経過や重点事項、

活動結果等が明らかになるように、あらかじめ

過去 3年来の日本薬学会一般発表ポスター、並
びに活動に使用するために作成した資料（書籍、

パンフレット等）の提出を求めたが、その提出

の可否については任意に決定してよい旨、当該

資料等に第三者の個人情報が含まれる場合に

は、その部分の削除改変を指示してほしい旨、

説明し許諾を得た。また、当該資料等からの引

用等について、著作権保護の観点から最小限に

することを説明し、許諾を得た。 
インタビュー調査については、あらかじめ、

調査の主旨、責任、調査内容に関する依頼文書
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を交付し、許諾を得た。また、インタビューに

際 しては、回答できないことはしなくて良い

旨、回答していただいた内容については、迅速

に議事録を作成し、内容の点検を依頼し、訂正・

削除・加筆の上、報告書に掲載する旨を説明し、

許諾を得た。なお、当該研究報告書は公開され

る性質のものであること、ならびにインカビュ

ー協力者は、公務員を除いて、研究協力者とし

て明記されることについても説明し、許諾を得

た。 
C. 調査検討結果、D．考察、E．結論 

          § 日本社会薬学会並びに東京薬科大学・ 帝

京大学薬学部が中心となって実施している地

域の「おくすり教育」、及び啓発活動の実施状況 
＜インタビュー協力者＞ 
宮本法子  北里大学薬学部 客員教授       

斎藤百枝美 帝京大学薬学部 実務実習

研究センター 教授     

山田哲也  東京薬科大学薬学部 中国

医学 助手 

  田口真穂  横浜薬科大学 実務実習セ

ンター 講師 
＜提出資料＞ 
 ① 日本薬学会一般発表資料（第 135、第 136、
第 137回発表分） 
 ② 活動状況に関する写真 11点 
 ③ 書籍「くすりを使う時の１２の約束」（齋

藤百枝美、宮本法子著、くすりの適正使

用協議会協賛、（有）政光プリプラン発行） 
 ④ 新聞報道記事 抜粋 
 ⑤ 横浜市薬剤師会啓発ポスター、うちわ、

他（田口真穂氏提供） 

 

１ 活動の趣旨と経緯 

 2012 年から中学校、2013 年から高校に薬教

育が導入されているが、小学校レベルの学習指

導要領に薬教育は明示されていない。一方で、

健康に関する行動の多くが青少年期に形成さ

れることが報告されており、小学生のうちから

健康 3原則、自分の身体に自然治癒力が備わっ

ていること、薬が必要な時には正しく使う必要

があること、薬を正しく使うために約束がある

ことを学習する必要がある 16）。 

東京薬科大学、帝京大学薬学部では、社会薬

学的視点、薬剤師実務の社会貢献的側面から、

地域における「くすり」に関する啓発活動を実

施してきた。 主たる対象は小学生ではあるが、

カリキュラムの中でというよりも、特別な学校

行事や地域行事などにおいて、可能な限り家族

ぐるみの参加を確保したいと考えている。地域

でのしっかりしたコンセンサスの形成には、家

族単位での啓発が重要であると考える。 

 

２ 教育・啓発の手法と目標 

１） おくすり教育との関連付けについて 

     危険ドラッグ等に関する教育については、

ベースがきちんとできていることが前提と

なる。特に低年齢層については、医薬品とい

うものに対する認識をしっかりつくること

で、「乱用」の危険と「得体のしれないものを

摂取する」危険を体で理解させる必要がある。 

そのために親子でみることのできる絵本

等 17）を開発して市販している。参加型学習 

を通じて親世代の認識向上も併せて目標と

する。 

２） 中学・高校レベルの薬物乱用防止教育に

ついて 
     中学・高校レベルの学生は、ほとんど危険

ドラッグに手を出すことが決していいこと

ではないということは理解している。この時

期の薬物乱用は、興味半分、あるいは付き合

いで、あるいは決して手に入れられないもの

ではない、といういわば周囲の人的情報的環

境において問題が発生している。その根底に

は「私は依存症にならない、いつでもやめら

れる」という根拠のない過信もある。これを

打開するには、危険ドラッグの医学的生理学

的精神衛生学的危険を理解させるとともに、

社会的責任が発生すること＝前科者になる

ことも理解させる必要がある。そのためには、

教育の標準を決定する基礎的な科学的知見

が必要である。 
３） 教育の手法と効果の測定について 
薬物乱用防止教育については、小学校低学
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年と高学年、中学生それぞれについて、内容

の重点、方法を変える必要がある。事後の感

想文の提出ではなく、ワークシートの作成ま

たは、事前事後のアンケート方式によるほう

が、学習者が自分の変化を自覚できる。また、

小人数、ワークを伴う学習が効果的ではある

が、現存のおくすり教育、薬物乱用防止教育

では時間・カリキュラムとの関係で現状では

必ずしも標準化できていない。一方、本教育

啓発活動では、その点はカバーできるが、継

続性・形成性という点では力不足である。 
   

３ 小括と考察 望まれる薬物乱用防止計画

との連携 

１） インタビュー協力者らが考える本教育啓

発活動の位置付け 

 この教育・啓発活動は、小学校児童・中学校

生徒を主なターゲットとはするが、学校カリキ

ュラムに規制されない（学校を場とする場合に

は、もちろん学校との協議、了解によって実施

する）特別の学校行事や地域行事として展開さ

れている。 

 インタビュー協力者らは、教育という側面で

見た場合、例えば「薬物乱用防止教室」などが

小学校では高学年を、中学校では 2年生を中心

に実施されているが、本来、くすりの適正使用

への筋道を作るという意味では、それなりの認

識力ができる年齢層であり、家庭等においてく

すりや薬物に接する時間や機会の多い小学校

低学年から開始しても良いのではないか、また、

そうした機会を設けることが具体的な家族ぐ

るみでの「気づき」に直結する、としている。

また、学校の授業コマワリに縛られないことの

利点は、教育・啓発方法を多彩に計画できる、

ということでもあるので、極力その利点を活か

していきたいと考えている。 

２） 本教育啓発活動の主眼と方法 

 本教育啓発活動は「地域の要請」に対応する

ものである。したがって、直接的な対象を児童

生徒等とする「教育」手法をとるものであって

も、その延長線上に必ず地域全体の「啓発」が

ある。座学の形をとる場合でも、簡単な実験や

ワークを行う（図 14） ことによって児童生徒
の気づきを促すとともに、児童生徒の反応から、

親世代が児童生徒の育成に必要なことを考え

る機会とできるように親子・地域参加型の組み

立てを基本としている。 

３） 展望と課題 

 「学校カリキュラムに規制されない特別の学

校行事や地域行事として展開されている」とい

う本教育啓発活動の特質は、そのまま、ある地

域においては単発的な取組に終わる、というリ

スクにつながる。特定の地域において形成的な

取組とするために、どのように、計画的に実施

されているおくすり教育や薬物乱用防止教育

と相互補完的な連携を取っていくかが大きな

課題である。 

また、多彩な教育啓発手法の開発を行ってい

るのであるが、現在では資金的な裏付けも多く  

はなく、特に教育・啓発を担う人材の確保が課

題となっている。更に、他に教育啓発を行って

いるさまざまな団体との分担や連携も課題で

あり、教育啓発活動が、平坦にしかも濃厚に実

施されるだけでは、逆に関心喪失につながるこ

とも考えられ、適正な時期にバラエティ豊かな

教育・啓発を行うために、地域社会・行政との

関係づくりが肝要となると考えられる。 

 

調査研究４ 

危険ドラッグ等の乱用防止対策に関する情報

交換会実施 
 

A．目的 
薬物乱用防止教育・啓発活動に関わる枢要な民

間団体関係者及び研究者と、本特別研究班との

間において、薬物乱用の実状等について共通の

認識、問題意識を作ること、並びに各団体の教

育・啓発理念や活動のノウハウなどの紹介によ

り相互の連携関係作りに役立てること、各団

体・研究者が今後の教育・啓発実施上、必要と

する支援の在り方を探り、新たな薬物乱用防止

の普及啓発の方途の展望を得ることを目的と

する。 

B．方法 
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本分担研究の中で、検討対象としてきた「コ

ミュニティ形成論」の立場から、子ども安全ま

ちづくりパートナーズ 重根美香氏を、「行政

施策」の立場からオブザーバーとして厚生労働

省医薬・生活衛生局 佐々木正大氏を、教育啓

発両部面を担う立場からは、札幌市薬剤師会会

長 柳瀬義博氏、横浜市薬剤師会会長 寺師三

千彦氏、北九州市薬剤師会会長 小野春夫氏、

並びにライオンズクラブ国際協会 330－A 地区
薬物乱用防止委員会委員長 寺田義和氏を、ま

た、全国高等学校 PTA連合会事務局長 内田志
づ子氏を、研究者の立場から、国立精神・神経

医療研究センター薬物依存研究部社会心理研

究室長 嶋根卓也氏を招へいし、本特別研究班

からは、研究代表者 井村伸正、分担研究者 

鈴木 勉、舩田正彦、山本経之の参加で、会議

形式で意見交換を行った。 

（倫理面の配慮） 
被招聘者に対しては、あらかじめ会議の主旨

等を記載した招聘状を送付し、参加・非参加 
の決定を委ねた。 
配布資料については、会議初頭において、あ

らかじめ二次利用の可否について説明し、参加

者の了承を得た。 
 

C. 結果、D．考察、E．結論 
１ 危険ドラッグ等の乱用防止の新たな普及

啓発研究の必要性について 

１）バックグラウンド 

 危険ドラッグの街頭店舗取締によって、危険

ドラッグ流通の形態が大きく変化した。街頭 

店舗はなくなってもインターネット販売やデ

リバリー販売などの方法を使う、また剤型の 

変化等によって容易に使用できるようにする

などの形で流通が続いている中、乱用薬物が 

大麻にシフトしているのではないか、という指

摘もあり、大麻事犯の低年齢化・増大傾向が 

認められる。特に大麻については、危険ドラッ

グ、麻薬、覚醒剤と異なり、インターネット 

等においてむしろ積極的に誘引するかのよう

な情報が氾濫している。 

２）研究の必要性 

 以上の背景に基づき、とりわけ大麻について

は、情報の氾濫の中で、国民が適正に判断でき

るための最新の基礎情報が必要とされる。まず、

薬理的情報、臨床的情報、海外における規制実

態・産業利用の実態・医療利用の実態等につい

て最新のデータを収集し、これらの情報を分析

整理しつつ正しい情報を抽出していく作業が

求められ、ついで、これらの情報を基礎に教育

資料や啓発資料に活用するまでの２階梯の作

業が必要になる。さらに同様の作業について危

険ドラッグ等他の規制薬物についても求めら

れる。 

３）薬物乱用防止に係る教育・啓発の在り方 

 以上のように、危険ドラッグ、大麻について

はインターネット等による情報氾濫、及び人 

間関係における「情」的レベルにおいて、生活

により近い存在となっており、今後、乱用防 

止教育・啓発等の活動において困難な局面も予

想され、改めて、体系的再構築、内容の刷新、 

手法の検討等を総合的に考える必要がある。 

 

２ 薬物乱用防止教育・啓発活動の実施状況 

１）全国高等学校 PTA連合会 

 生徒数 220万人に対して、薬物乱用防止パン

フレットの発行を毎年核となる事業としてや

っている。当初は、寝た子を起こすな、という

空気もあったが、今年の感触はよくて、特に地

方の学校のほうから、保護者にも余分にもらえ

ないかなどの要望が多く出されている。内容的

に科学的にもわかりやすく、かつ、保護者や高

校生の立場に立っているということで、非常に

好評を得ているが、一方、逆に言えば、それだ

け必要性が出てきたのかなというところで、あ

る意味で好評なことに危惧している。 

２）薬剤師会 

（１）政令都市の薬剤師会が協働で行う薬物乱

用防止キャンペーン 

  ① 大規模キャンペーン 

 全天候型大規模商業施設を用い、子供調剤体

験コーナーのような小児や児童が分包機で 

お薬をつくるという、薬剤師の仕事に興味を持

ってもらうイベント、行政や医療関係者の講 
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義イベント、展示物コーナーイベント、健康測

定イベントなどを展開している。 

 FM 放送局などと提携して、開催日まで知事、

市長、プロスポーツ選手、麻薬協会、薬学生 

などによるキャンペーンスポットを張る。社会

貢献事業ということで、企業と提携してドリ 

ンク無償提供やスポーツ選手の無償出演、自販

機での無償テロップなどの支援を受けてい 

る。薬剤師ではない実行委員たちのモチベーシ

ョンが上がり、活動が参加型になっていく過 

程で、薬剤師の使命感も向上した。現在は、多

くの政令指定都市で同様のキャンペーンが展 

開されている。 

 ② 街頭キャンペーン 

 上記大規模キャンペーンは地域の事情で同

日にはできないため、別途、全政令指定都市で、 

小学校の夏休みの初日に街頭キャンペーンを

行うことを取り決め、実施している。  

 ③ その他のキャンペーン活動 

 啓発ポスターと標語入賞作品の表彰、これに

関係するアンケート活動 など 

 （２）薬物乱用防止教育活動 

 政令指定都市レベルの了解に従って、おくす

り教育とは別枠で薬物乱用防止教室を開い 

ている。横浜市、北九州市では、全国共通の指

導教材が現存しないことに鑑みて小学校対象 

と中学校対象で教材を作成（教育委員会、健康

福祉部協力監修）し、地域の学校薬剤師に対 

して、要領を説明指導する機会を設け、年度内

の実施を促している。実施後の報告書提出も 

求めている。 

３）ライオンズクラブ 

ライオンズクラブの能動的社会貢献組織とい

う組織的特性に基づき、青少年の健全育成のた

めに薬物乱用防止活動に取り組んでおり、薬物

乱用防止教育プログラムを設けている。 

 同プログラムの必須構成要素として 以下

を掲げて 

① 児童生徒の自尊感情の醸成 ② 規則を

守ることの大事さ：人生の生き方 ③ 善意の

環境と悪意の環境 ④ 薬に関する正確な知

識 ⑤ 依存症の知識 ⑥ 違法薬物の種類 

⑦ 薬物乱用の犯罪 ⑧ 情報の評価と判断 

 独自の講師育成と認定を行っている。認定講

師はまずは正しい知識を持つ大人としての態

勢があることを目標に、３日間講習を受ける。

更に３年に１度の更新制である。現在は、文科

省、厚生労働省、警察庁、それから内閣府の後

援名義使用許可をもらっている。 

４）子ども安全まちづくりパートナーズ 

「まちづくり」ということで、ハードとソフト

両輪で活動しているが、薬物乱用防止に特化し

た活動はやっておらず、防災・防犯、福祉、子

供の居場所づくりなどをまちづくりと絡めて

活動している。子供を巻き込んだ、子供参加型

の活動というのを大切にしている。 

 活動の実感として、子供は信頼できる大人や

友達の声をよく聞く。一度乱用や違法行為に陥

ってしまった場合、学校不信、周りの大人不信

があるかもしれない。一般的な子供は何を知る

べきかというと、そういう困っている友達を見

つけたときに、どうやってその友達を助けてあ

げられるかというところの知識も必要ではな

いか。信頼できる大人がどこにいて、この人に

頼めば何とかしてくれるというような、一般的

な子供と専門機関の信頼関係というのをあら

かじめ結んでおくというところも必要ではな

いか。 

 あとは、法律違反だからやらないのではなく

て、自分にデメリットがあるからやらない、 

及びしないメリットについて、回避の方法につ

いて、などを子供たち同士で考える機会がある

といいと思う。 

 

３ 薬物乱用防止教育啓発に関する意見 

１）研究分担者 山本経之 

 薬物乱用防止を誰にターゲットを当ててや

るかということによって話の内容が変化する

ものと考えている。子供や学生に、薬物乱用防

止教育を進める場合、どのようなやり方がいい

かというのが今議論されているところではあ

るが、もう１つ、子供たちを取り巻く環境、家

庭や大人が実にあやふやな状態であることが

問題で、大人の教育というのを視野に入れて考
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えたほうが良いかもしれない。 

 学校での薬物乱用防止教育の必要性は、まず

薬物乱用の入り口年齢が16、18、せいぜい20歳

だから、そこを抑えるには教育が一番いいとい

うことと、学問的に言うと、若年層の脳の脆弱

性からいって、この時期に薬物をやった場合と

大人の時期にやるのと大きな違いがあるとい

うことである。 

 最終的な戦略目標は、薬物を乱用させない社

会であり、危険な薬物が目の前にあっても薬物

をやらない選択をすることができる社会をつ

くることはほぼ教育の問題であり、取締の範疇

ではないと考える。 

 更に留意すべきこととして学校や家庭がお

もしろくない、こうした気持ちをきっかけにし

ての乱用している比率が実に高い。したがって、

学校側もそういう環境の整備をやらなければ

ならないと考える。 

 学校における薬物乱用防止教育の中で、自分

としては「自分の脳を守る問題」を具体的なデ

ータに基づいて（説明方法は変化させつつ）理

解させることが枢要であると考える。 

 薬物乱用＝脳に機能的器質的障害を与える

＝人格を損なう、やがてその人の人生を損なう

という生き方にかかわる問題として教える。科

学的知見をもって、最終的にはそうだよねと思

った瞬間、薬物乱用をしては自分の人生が危な

いということを気づいてもらうという立て付

けで話をする。 

 関係省庁が同じ薬物乱用防止という目標に

対して、見るべき方向をすみ分けするなり、さ

まざまな局面で薬物乱用防止教育・啓発を担う

皆さんと我々研究者が、内容をお互いシェアし、

改善し、あるいはいい意味での批判をしながら

やっていくことが、そして３つの薬物乱用防止

に係る対策を１つに束ねることを前提にして

話し合いを進めていくのが重要だと考える18）。 

２）薬剤師会 

 学校における薬物乱用防止教育を薬剤師が

担う上で、共通ツールの開発が望ましい。各所

でツール開発は行われているとは思うが、これ

をそのまま共通化するのは必ずしも適当でな

いこともあり、また、情報の更新等が適時適正

に実施できる保証がない。薬物乱用防止教室が、

カリキュラム化されていく中で、発達段階や社

会関係の変化に併せた「検定教科書」的なもの

が必要ではないか。 

 学校における薬物乱用防止教育を、一次予防、

二次予防、三次予防の観点から見た場合、 

薬剤師が担う教育は主に一次予防であると考

える。この一次予防レベルのプログラムに、警

察やダルクが入ってくることに不合理さを感

じることが多い。すなわち、薬物乱用防止教育

も発達段階や社会的関係の変化に併せて、カリ

キュラムを組み、その中で、一次予防、二次予

防、三次予防のウェイトを変える、などの工夫

が必要である。 

３）国立精神・神経医療研究センター 

依存症に対する支援の必要性を研究してい

る立場から、どこの誰をターゲットにするのか

ということが普及啓発ではとても大事である

と考える。情報を見るような層に対して効果的

なメッセージを打っていくことが必要である。

逆にどこがターゲットなのかというところを

クリアにしていかないと、アウトプットの方法

や内容にぶれが生じる危険がある。例えば、使

おうという理由、使いたい理由を、あるいは使

わない理由を情報として求めている層に対し

ては、依存症というのはどういうものなのかな

ど情報を併せて伝えていく必要があると考え

る。また、インターネットで情報発信するとい

うことを仮定すると、それを見る人は必ずしも

本人とは限らず、友達が困っているとか、家族

が困っているというケースもあるので、友達を

何とか薬物をやめさせたいというときに、相談

支援に関する情報というものもあわせて必要

となると考える。 

４）子ども安全まちづくりパートナーズ 

 アプローチするターゲットを絞り込み、その

ターゲットにわかる言葉や、わかりやすい文化

を理解して伝えることが必要である。知識、バ

ックグラウンドは多様であるとしても、ターゲ

ットは絞り、それに対応する情報の内容や伝え

方を考慮しなければならない。 
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 エビデンスを示すということを常に意識し

ており、子供だからといって侮らないで、きち

んとしたデータを見せるということは非常に

大切だと考える。また、エビデンスに基づいて

教材をつくるというところも意識しており、専

門家ではないからという意識を持たないで、実

地に基づくデータを見せるということが必要

だと思う。 

 ワークショップなどの手法によって、自分が

どうなりたいかとか、どうしたいか、自分の行

動を促すような教育というものをしていく必

要がある。 

５）全国高等学校PTA連合会 
生徒たちに薬物乱用防止パンフレットが使

われているかについては疑問がある。様々な薬

物乱用防止教育が実施されているとしても、薬

物に手を出しているような生徒には行き渡っ

ていない可能性が高い。 

別途実施している自転車事故防止のキャン

ペーンと予防活動で、28年度から高校生向けの

ツイッターを始めたところ、現況で非常に好評

である。これから多角的に薬物乱用防止に迫っ

ていくというのであれば、高校生においてはＳ

ＮＳを活用したキャンペーンというのが、特に

学校にあまり関心のない生徒たちにとっては

有効かもしれないと考えている。 

 

４ 考察・結論 

達成すべき社会価値を「薬物乱用のない地域

社会の実現」とした場合の教育・啓発について、

関係する法規制や責任体系が錯綜する中、最も

水際で担当している諸団体・研究者たちが現況

でどのような場で、誰を対象とし、どのような

活動を展開しているかを相互に披見し、その活

動上、重要視されること、問題になっているこ

と、今後の展望などを情報共有していくことで、

共通の理解確保と絶対的に必要な知見の抽出

を行った。 

教育・啓発という方法においても、自発的又

は他力的に意識・行動変容を促すという意味で

は「人格」への介入を伴うものであるから、正

しい根拠と正しい論理を担保する責任があり、

かつ適正な対象選択・適正な手法と内容によら

なければならないのは自明である。参加者らの

意見によれば、最も重要なのは乱用防止の根拠

となる正しい最新の科学的知見であり、これを

正しい社会学的・教育学的論理によって構造化

することである。薬剤師会では、 

薬物乱用防止教室を「教室」として単発的に実

施するのではなく、形成的教育として経年カリ

キュラム化する必要があると考えている。更に

そのために、共通教科書の策定と内容情報の適

時更新、指導要領の策定等も必要だとする。 
また、教育・啓発は適正な対象選択、適正な

手法と内容によらなければならないという点

については 

薬剤師会は、乱用防止を一次予防、二次予防、

三次予防の観点から考えた場合、対象の発達段

階や社会関係・立場の変化に応じてこの３つの

ウェイトを変える必要があり、一次予防的教育

の中に二次予防、三次予防が無秩序に入り込む

ことは混乱と効果低減を招く恐れがあると考

えている。子ども安全まちづくりパートナーズ

は、一般的な防災等教育においても、 

ターゲットの絞り込みと当該ターゲットに対

応する情報の内容や伝え方の検討、及びワーク

ショップなどの手法を用いて自発的な気づき

と自分の行動変化を促すような教育が有効で

あるとしている。本特別研究・研究分担者 山

本経之氏は、「誰にターゲットを当ててやるか

ということによって話の内容が変化するもの」

という前提で、危険な薬物が目の前にあっても

薬物をやらない選択をすることができる社会

をつくることはほぼ教育（一次予防）の問題で

あり、取締（二次予防）の範疇ではないと考え

る。そのため、教育では、説明方法等を変化さ

せつつも、科学的知見から入って、自己防衛（自

尊）できる、自分の夢や希望を追求できる人生

といった人格的教育や人生教育に帰着させる

という構成で実践している。ライオンズクラブ

においてもほぼ同様の主旨であった。 

また、国立精神・神経医療研究センター 嶋

根卓也氏は、依存症に対する支援の必要性を研

究している立場から、普及啓発では誰をターゲ
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ットにするのかとその特定ターゲットに対し

て有効性の高いメッセージの発信が重要であ

るとし、意思決定や行動決定の支援のため、必

要に応じて依存症の情報や相談支援に関する

情報というものの発信も考慮すべきであると

する。 

我々は、これらの要請を受けて、特に近時積

極的誘引情報の多い大麻を中心に、最新の科学

的知見、及び諸外国の実態の調査に基づいて、

本邦の社会事情に照らし、乱用がどのような

「社会悪」となり得るかまでの法理的・社会学

的論理構築を試みなければならないものと考

える。 

加えて、薬物乱用防止教育の体系化とそのカリ

キュラム化を念慮して、教育資材の開発と標準

化、及び教育手法の確立、啓発方法の検討も協

働で行っていく必要がある。 

 

分担研究報告５ 分担研究全体総括 

 

危険ドラッグ等の乱用防止のより効果的な普

及啓発の方法について 

A. 論点 

本分担研究では、危険ドラッグ等の乱用防止の

より効果的な普及啓発の方法を探索する 

ことを目的とするが、一般に普及啓発の「方法」

といった場合には、危険ドラッグ等の乱用防止

が戦略的に合理的・合目的的かつ倫理的である

かに規定され、逆に当該方法による結果の積み

重ねが、戦略的正当性、公正性、福利性を担保

するものではない 19）。そのような視点から、

多角的に薬物乱用防止対策そのものの必要性

を検証し、最終的に現在実施されている薬物乱

用防止教育・啓発活動の実態と課題に迫りつつ、

今後を展望することを考慮した。 

 

B. 方法 

１ 超高齢・人口減少に向かう社会構造変化の

中で、薬物乱用が社会に与える影響を検証し、

地域住民が薬物乱用に至る陥穽を探求し、薬物

乱用防止対策の対社会的合理性・合目的性につ

いて検討する。 

２ 内閣府「第四次薬物乱用防止五か年戦略」

及びその筋道に沿って企画される地方自治体

の薬物乱用防止対策、並びに末端の教育啓発活

動について垂直に精査し、実態と実効性を検討

する。 

３ 学会・アカデミアの地域貢献活動として実

施されている薬物乱用防止教育・啓発活動の意

義と、「戦略」に位置付けられる教育・啓発活動

との関係の在り方を検討する。 

４ １～３の調査検討に基づき、教育・啓発活

動に携わる諸団体・研究者等との水平的情報交

換の場を設け、教育・啓発に必要な視座と求め

られる施策、今後の展望などを検討する。 

C. 結果、D．考察、E．結論 
１今後の地域社会構成と薬物乱用防止対策の

意義 

 超高齢・少子化を背景として新たな社会体系

の構築が求められており、地域包括ケア体制に

代表されるような、コンパクトかつ高密度な人

間関係に裏打ちされるアクティブなコミュニ

ティが構想されている。このような地域社会の

構築・維持には、一般的に地域の自律性に基づ

くリスクマネージメントとクライシスマネー

ジメントの適正循環が必須であり、それらを支

える教育・啓発と、警察的取締り・福祉的視点

による相談・救済体系が適正にドライブされる

必要がある。 

また、超高齢・少子化を背景とした新たなコ

ミュニティ構築の目標は、「コミュニティ機能

の持続と発展」及び「健全性の確保」である。

この場合の健全性とは、健康部面はもとより、

コミュニティ機能の適正性を保ち、発展させる

ための社会成員としての健全性をも意味して

おり、疾患障害や犯罪によるコミュニティから

の成員の離脱はコンパクトコミュニティにと

って大きな損失である。（例：2016 年の東京都

推定生涯年収：男性（254,979,625 円）、女性

（182,770,821 円））20）。このような視座に立て

ば、 薬物乱用防止対策は上記の２つの側面の

いずれにおいても重要な意義を持ち、今後の健

全な社会構築と維持には、「防止」という消極的

な意味合い以上に、アグレッシヴな役割を持つ
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可能性がある。 

２ わが国の薬物乱用防止戦略について 

政府の提示した第四次薬物乱用防止五か年

戦略も、それに基づく地方自治体の計画も、『末

広がりの階層構造になっており、全体として網

羅的な薬物乱用防止対策が可能な体制』を企図

して策定された計画ではあるが、こうした構造

では末端ほど戦略的意義が失われ、戦術的に運

用する傾向が高まる。特に、末端の外部協力者

においてその傾向が強くなることは否めず、自

分の分担や位置づけ明らかでなく、単に年間行

事やスケジュール的参加にとどまることにな

りがちである。またこのようなシステムにおい

ては、相当のモチベーションをもって臨んでい

る場合であっても、末端からの提案・要望の吸

い上げや迅速な実現、システムへの取り入れは

困難であり、協力者のモチベーション低下につ

ながりかねない。 

もう１つの懸案事項は政府の第四次薬物乱

用防止五か年戦略における戦略目標５ 薬物

密輸阻止に向けた国際的な連携・協力の推進 

である。覚醒剤、麻薬等については、国際的コ

ンセンサスができており、連携的に本邦への流

入を防止する素地はあり、すでに第四次薬物乱

用防止五か年計画のフォローアップ（平成 26年）
21）においても、多角的な取り組みがなされてい

ることが報告されているが、大麻については欧

米などで広く規制解除の動きがあり、本邦にお

ける規制についていかに理解を求めていくか、

今後、東京オリンピックなどを機会として民間

の本邦訪問が増加することが見込まれる中、別

枠での対応を迫られる可能性がある。 
 

３ 「大麻」規制緩和の動きへの対応：私見 
薬物乱用という場合、医療局面における必要

以上の医薬品等の濫費から生活局面における

違法薬物の乱用までを意識する必要がある。こ

のうち、生活局面における違法薬物の乱用に焦

点を当てた場合、「大麻」については、ほぼ確信

犯的に積極的誘引を行う広告や、有益性・無害

性を論じる情報が氾濫している。彼らの訴えの

筋道は、医療上の用途解禁からの日常嗜好品と

しての大麻使用とみることができ、かつ、フロ

ッガーらの論 22）に基づき個人の恣意による大
麻栽培と全草利用が原則で、これを厳しく規制

することは人権侵害にあたるとする。これに対

して取るべき態度はいかなるものか？ 
  まずわが国の法律構造からいうと、仮に大麻

の医療上の有益性を認めた場合、当該大麻又は

大麻製剤がどの範囲をさすかという問題はあ

るとしても、少なくとも医薬品医療機器等法の

規制対象となり、市中における自由流通は認め

られないことになる。おそらく医薬品医療機器

等法においても評価が固まるまでは、大麻取締

法、麻薬及び向精神薬取締法などに準じた一段

厳格な流通規制が適用されることになるであ

ろう。また、医療上の有益性とは翻れば日常使

用における有害性・危険性ということになるの

で、ますます自由流通自由使用からは遠ざかる

結果とならざるを得ない。 

逆に大麻の無害性を認めて、市中流通を考慮

す る場合、大麻の社会的価値とは何か、とい

う評価が必要になる。数量を限定して栽培を認

め、大麻解禁論者のいうように少量の日常的使

用に限るとしても、栽培を認めれば、必ず「悪

意」による乱用が発生すると同時に産業用大麻

との交雑問題が現在より以上に深刻化し、大麻

産業を圧迫すると考えられ、「誰にも迷惑をか

けなければ・・・」という主張は結果として破

綻し、社会悪に結果する。また、「少量の」とい

う場合、その少量とはどの程度の量を言うのか、

また誰が少量に規制するのか、自己規制が可能

なのか、商取引で大量使用に至る危険をどう担

保するのか、などのルールについては言及して

いない。更に吸引という摂取方法は内科的に不

健康であり、ここにおいてたばこの有害性との

比較は無意味である。近時タバコについても法

規制以上に条例等の規制により禁煙・分煙が進

む中、改めて不健康な摂取物を増やす社会的価

値は低いと言わざるを得ない。食品としての摂

取についても（仮に機能性表示食品等のケース

を当てはめても）、機能と安全性の担保は生産

者に委ねられるものとなり、「悪意」の入り込む

余地が高くなり、乱用の危険が増すだけであろ
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う。 

 次に現行法規制が他の取締関係法に比べて

厳しく、人権侵害にあたるのではないか、とす

る主張については、やにわに論じることはでき

ないが、いわゆる取締によって守られる「公共

の福祉」ではなく、自律的な地域社会構築上、

自明の社会倫理がある場合、それが一定の範囲

で当該地域社会成員個人の人権規制の根拠と

なることもある。例えば、地域社会における規

則である条例が根拠となる法律よりも一段厳

しい規制を行うこともある（例：いわゆる淫行

条例など）が、法律の主旨を逸脱しない限りに

おいて、地域の実状に鑑みてこれらは違憲とは

されていない 23）。 

 

４ 結論：薬物乱用防止に係る教育・啓発の戦

略的意義 

 以上の視点から、特に大麻問題については、

規制緩和を訴える層に対して、最新の科学的知

見に基づく理論武装はもちろん必要なところ

ではあるが、むしろ、大麻自体の有益性無害性

の論争も含めて規制緩和という法律行為が社

会的混乱や社会悪に結果する可能性が高い、そ

れに比べて社会益は低いという論理構成に基

づき、「大麻があっても用いない」という選択が

できるコンセンサス作りが必要であり、これは、

教育・啓発以外の方法では達成できないし、教

育や啓発によって自律性や自発性が確保でき

なければ、達成できたとしても持続・継承は困

難である。 

 結局のところ、地域社会における薬物乱用防

止は正規流通品の乱費、不適正使用から危険ド

ラッグなどの乱用まで、包括的に実施されるべ

きことが必要であり、特に、乱用防止教育・啓

発については内容のブラッシュアップから教

育の体系化と適時適正な指導方法・標準的教材

の開発、教育担当者の育成が重要である。 

 

F. 分担研究報告⑤ は、薬物乱用防止対策に
必要な論理構築について検討しており、健康

危険情報に該当する。いまだ詳細な検討に至

っておらず、将来にわたって検討を進める必

要がある。 
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図１ 人口ピラミッドの変化 

 
図２ 世帯類型別世帯数の推移 

総務省「国勢調査報告」をもとに国土交通省国土計画局作成 

 
図 3 医療提供体制の改革 
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図４ 国民の「健康寿命」の延伸 「2030年のあるべき姿 

厚生科学審議会「健康日本 21（第二次）推進専門委員会」資料より筆者作図 

 

 

図５ 地域包括ケア体制のありかた 

財務省 全世代型の社会保障制度へ（２） 医療・介護  

政府広報オンライン 社会保障と税の一体改革 2017・5 

 
 

＜『国民の「健康寿命」の延伸』＞ 
「2030 年の在るべき姿」 

① 効果的な予防サービスや健康管理の充実 
により、健やかに生活し、老いることが 
できる社会 
② 医療関連産業の活性化により、必要な 
 世界最先端の医療等が受けられる社会 
③ 病気やけがをしても、良質な医療・介護 
 へのアクセスにより、早く社会に復帰でき 
 る社会の実現を目指す 
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図６ 地域包括ケア体制における自助・互助・共助・公助の概念 

 政府広報オンライン 社会保障と税の一体改革 

 

 

図７ 危険ドラッグ販売店舗等の取締状況  厚生労働省（H27 /11） 

 

 

表１ 危険ドラッグ入手先別検挙人員数の推移 （警察庁平成 28年発表資料）より作表 

 

 



-120- 

図８ 人口 10万人当たりの大麻事犯検挙人員（年齢層別）の推移  

（警察庁平成 28年発表資料）より作図 

  

 

 

表２ 大麻違反態様別の検挙数の推移 （警察庁平成 28年発表資料）より作表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大麻違反態様別の検挙数（人） Ｈ２５年 Ｈ２６年 Ｈ２７年
所持 1252 1400 1679
栽培 91 116 107
譲渡 70 104 123
譲受 69 50 91
密輸 43 40 59
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図９ 「薬物、タバコ、酒」に関する意識調査（小中学生対象） 一部抜粋筆者改変 

 

 

 

 

表３ 大麻吸引に対する市民の意識 （NPO法人 ドットジェイピー調査より筆者作図） 

 

0.00% 10.00% 20.00% 30.00% 40.00% 50.00% 60.00%

あるかもしれない

ないと思う

わからない

無回答

１身近に「脱法ハーブ」や「危険ドラッグ」に接する場
面があると思うか

中学校2年生 小学校5年生

0.00% 10.00% 20.00% 30.00% 40.00% 50.00% 60.00%

簡単に手に入る

少し苦労するが
何とか手に入る

ほとんど
不可能

絶対
不可能

無回答

２「脱法ハーブ」や「危険ドラッグ」を手に入れようとし
た場合、すぐに手に入ると思うか

中学校2年生 小学校5年生
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表４ 大麻の害に対する市民の意識（NPO法人 ドットジェイピー調査より筆者作図） 

 

 

 

図 10 個人輸入に関する消費者の意識と実態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.00% 10.00% 20.00% 30.00% 40.00% 50.00% 60.00% 70.00% 80.00% 90.00%

①偽造品・不良品
がある危険性を
知っているか

②過去の重大な
健康被害を
知っているか

③医療用医薬品を医師・薬剤師の
指導なく使用
するのは
危険だと思うか

④医薬品の個人輸入をしてみたいか

個人輸入に関する消費者の意識と実態

場合によって NO YES

①～③  奥村順子他、厚生労働科学研究費補助金平成 20～22年度総合報告書・分担研究報告 

「個人輸入に関する消費者の実態調査」より 

④ 荒木理沙 医薬品個人輸入に関する消費者の意識調査―保健衛生上の観点から―  

平成 22年 3月 （金沢大学大学院自然科学研究科博士前期課程学位論文）より  作図 
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図 11 1 世帯当たり年間の健康保持摂取品の支出額 総務省統計局 「平成 26年家計調査結果」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 ネットショッピングの 1世帯当たり年間支出額・内訳 

総務省統計局 「家計消費状況調査結果」＜2015年＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13 世帯主の年齢階級別ネットショッピング支出総額に占める医薬品・健康食品の割合 

総務省統計局 「統計 Today NO.96」 
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図 14 参加型おくすり教室の模様 
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